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1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波）

• 敷地周辺における既往津波の被害状況及び日本海溝沿いにおける津波の発生状況について文献調査を行った。

太平洋沿岸に影響を及ぼした主な津波の一覧表（地震規模8.0以上（遠地津波については地震規模9.0以上）を抜粋）

地震規模1)
発生年月日

元号
波源域

地震規模1)
津波規模

m2) 地震・津波の概要3) 敷地への影響
Mj Mw

869.7.13

貞観11
三陸沖

8.3
±1/4

－
4，－

[4]

三陸沿岸：城郭・倉庫・門櫓・垣壁など崩れ落ち倒潰する
もの無数。津波が多賀城下を襲い，溺死約1千。流光昼

ごとく隠映すと う 陸沖 大地震と られる

東北地方太平洋沖型の地震に
伴う津波と同等もしくは下回る規
模貞観11 ±1/4 [4] のごとく隠映すという。三陸沖の巨大地震とみられる。 模

1611.12.2

慶長16 
三陸沖 ≒8.1 －

4，－
[3-4]

三陸沿岸および北海道東岸：三陸地方で強震。震害は
軽く，津波の被害が大きかった。伊達領内で死1783，南
部・津軽で人馬の死3千余という。三陸沿岸で家屋の流
出が多く，北海道東部でも溺死が多かった。1933年三陸

敷地付近への影響を示す津波
の痕跡はない

地震津波に似ている。

1677.11.4
延宝5

房総沖 ≒8.0 －
2，－
[－]

磐城・常陸・安房・上総・下総：上旬より地震が多かった。
磐城から房総にかけて津波があり，小名浜・中之作・薄
磯・四倉・江名・豊間などで死・不明130余，水戸領内で
溺死36，房総で溺死246余，奥州岩沼領で死123。

大洗町で約5～6m

1700.1.26
元禄12

北米
北西部沖

－ 9.0 －，－

北米北西部沖（カスケード地帯）：三陸～紀伊半島にか
けて津波来た。各地の津波の高さは岩手県宮古3m，同
大槌で2m，茨城県那珂湊で約2mと推定される記録があ
る。宮古で津波の被害があったという。

茨城県那珂湊で約2mと推定さ
れる記録がある

陸前 陸中 磐城 仙台領内で家屋損壊1千余 死12 沿

1793.2.17
寛政5

三陸沖 8.0～8.4 －
2，2.5
[2]

陸前・陸中・磐城：仙台領内で家屋損壊1千余，死12。沿
岸に津波が来て，全体で家潰流失1730余，船流破33，
死44以上。余震が多かった。相馬・いわきにおいて引き
で津波がはじまっているのは1896年明治三陸地震と似
ている。

敷地付近への影響を示す津波
の痕跡はない

4

1)地震規模は，宇佐美他(2013)を参照した。
2)津波規模ｍは，宇佐美他(2013)による。下線付き数字は羽鳥による値とされている。[ ]内の値は羽鳥(1975)による値を参照した。
3)地震・津波の概要は，宇佐美他(2013)，渡辺(1998)及び国立天文台(2014)を参照した。



太平洋沿岸に影響を及ぼした主な津波の 覧表（地震規模8 0以上（遠地津波については地震規模9 0以上）を抜粋）

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波）

発生年月日
元号

波源域
地震規模1)

津波規模
m2) 地震・津波の概要3) 敷地への影響

Mj Mw

太平洋沿岸に影響を及ぼした主な津波の一覧表（地震規模8.0以上（遠地津波については地震規模9.0以上）を抜粋）

Mj Mw

1896.6.15
明治29

三陸沖 8・1/4 －
4，3.5
[3-4]

三陸沖：『明治三陸地震津波』：震害はない。津波が北海
道より牡鹿半島にいたる海岸に襲来し，死者総数は21959
（青森343，岩手18158，宮城3452，北海道6）。家屋流失全
半潰8～9千，船の被害約7千。波高は，吉浜24.4m，綾里
38 2 田老14 6 など

敷地付近への影響を示す津波
の痕跡はない

38.2m，田老14.6mなど。

1933.3.3

昭和8
三陸沖 8.1 8.4 3，3

三陸沖：『三陸地震津波』：震害は少なかった。津波が太平
洋岸を襲い，三陸沿岸で被害は甚大。死・不明3064，家屋
流失4034，倒潰1817，浸水4018。波高は綾里湾で28.7mに
も達した。日本海溝付近で発生した巨大な正断層型地震
と考えられている

敷地付近への影響を示す津波
の痕跡はない

と考えられている。

1952.11.4

昭和27

カムチャツ
カ半島
南東沖

－ 9.0 1，－
カムチャツカ半島南東沖：『カムチャツカ津波』：太平洋沿
岸に津波，波高は1～3m程度。広範囲で家屋の浸水があ
り，三陸沿岸では漁業関係の被害があった。

福島沖沿岸で約2m以下

1960.5.22

昭和35
チリ

南部沖
－ 9.5 2～3，－

チリ南部沖：『チリ地震津波』：津波が日本各地に襲来，波
高は三陸沿岸で5～6m，その他で3～4m。北海道南岸・三
陸沿岸・志摩半島付近で被害が大きく，沖縄でも被害が
あった。日本全体で死・不明142（うち沖縄で3），家屋全壊
1500余，半壊2千余。

茨城県久慈港で約3m

1500余，半壊2千余。

1964.3.27
昭和39

アラスカ湾 － 9.2 0，－

アラスカ湾：『アラスカ地震津波』：津波は太平洋沿岸各地
に波及した。日本沿岸の検潮記録によると，津波の高さは
三陸沿岸南部でやや高かった。このため，この沿岸で浅海
漁業施設に若干の被害があった。

小名浜，銚子で1m以下
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1)地震規模は，宇佐美他(2013)を参照した。
2)津波規模ｍは，宇佐美他(2013)による。下線付き数字は羽鳥による値とされている。[ ]内の値は羽鳥(1975)による値を参照した。
3)地震・津波の概要は，宇佐美他(2013)，渡辺(1998)及び国立天文台(2014)を参照した。



1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波）

発生年月日
元号

波源域
地震規模1)

津波規模
2) 地震・津波の概要3) 敷地への影響

太平洋沿岸に影響を及ぼした主な津波の一覧表（地震規模8.0以上（遠地津波については地震規模9.0以上）を抜粋）

元号
波源域

m2) 震 津波 概要 敷 影響
Mj Mw

1968.5.16
昭和43

青森県
東方沖

7.9 8.2 2，2.5

青森県東方沖：『1968年十勝沖地震』：青森を中心に北海
道南部・東北地方に被害。死52，傷330，建物全壊673，半
壊3004。青森県下で道路損壊も多かった。津波があり，三
陸沿岸3～5m 浸水529 船舶流失沈没127。コンクリート

敷地付近への影響を示す津波
の痕跡はない

陸沿岸3 5m，浸水529，船舶流失沈没127。コンクリ ト
造建築の被害が目立った。

東北沖：『平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震，東
日本大震災』：日本海溝沿いの沈み込み帯の大部分，三
陸沖中部から茨城県沖までのプレート境界を震源域とす
る逆断層型超巨大地震。3月9日にM7 3(Mw7 4)の前震 震

2011.3.11
平成23

三陸沖 8.4 9.0 －，4
る逆断層型超巨大地震。3月9日にM7.3(Mw7.4)の前震，震
源域内や付近の余震・誘発地震はM7.0以上が6回，M6.0
以上が97回，死18493，不明2683，傷6217，住家全壊
128801，半壊269675。死者の90%以上が水死で，被害の
多くは巨大津波（現地調査によれば最大約40m）によるも
の。

発電所で約5m

1)地震規模は，宇佐美他(2013)を参照した。
2)津波規模ｍは，宇佐美他(2013)による。下線付き数字は羽鳥による値とされている。[ ]内の値は羽鳥(1975)による値を参照した。
3)地震・津波の概要は，宇佐美他(2013)，渡辺(1998)及び国立天文台(2014)を参照した。
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1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（延宝房総沖地震津波の痕跡高）

• 竹内他(2007)に基づけば， 1677年延宝房総沖地震津波による敷地周辺の津波浸水高（推定）は，大洗町（磯浜村）で5～6mと示されている。

豊間
薄磯

豊間

江名

中ノ作
永崎

小名浜

東海第二発電所

那珂港

8 0

9.0

10.0

（渡辺(1998)）
磯浜村

3 0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

津
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高

（ ）
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浜
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川
浦
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泉
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指
戸
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船
浦

御
宿
浦
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倉
村

川
津
村

（ｍ）

矢指戸村

御宿浦

川津村 沢倉村

岩船浦

和泉村
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浜 港 村 浦 見
村
村 戸
村
浦 浦 村 村

1677年延宝房総沖地震による福島県～茨城県及び千葉県の
各地の津波浸水高（推定）

延宝房総沖地震津波の千葉県沿岸～福島県沿岸での痕跡高調査
（竹内他(2007)に加筆）

川津村 沢倉村



• 渡辺(1998)等に基づけば， 1700年カスケード地震津波，1952年カムチャッカ地震津波及び1964年アラスカ地震津波の痕跡高は，それぞれ茨城

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（1700年カスケード地震津波，1952年カムチャッカ地震津波及び1964年アラスカ地震津波の痕跡高）

県那珂湊で約2m （推定），福島沖沿岸で約2m以下，小名浜，銚子で1m以下と示されている。

区分
地震

名称 文献調査結果※区分
種別

名称 文献調査結果※

遠地津波 プレート間地震

1700年カスケード地震津波 茨城県那珂湊で約2mと推定される記録がある

1952年カムチャッカ地震津波 福島沖沿岸で約2m以下

1964年アラスカ地震津波 小名浜，銚子で1m以下

※渡辺(1998)

1952年カムチャッカ津波の高さ 1964年アラスカ津波の場合，日本沿岸にお
ける検潮記録による平常潮位上の津波高さ

1700 Cascadia
M9.0

（単位ｍ） ける検潮記録による平常潮位上の津波高さ

8

環太平洋における大地震の分布
（佐竹(2013a)に加筆）

（渡辺(1998)に加筆）



• チリ津波合同調査班(1961)に基づけば， 1960年チリ地震津波による敷地周辺の津波の痕跡高は，茨城県久慈港約3mと示されている。

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（1960年チリ地震津波の痕跡高）
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1960年チリ地震による福島県～茨城県及び千葉県(南
端)の津波の高さ分布図

1960年チリ地震津波による福島県～茨城県の津波の高さ分布図 1960年チリ地震津波による久慈港(日立港)の津波の高さ
（ 津波合 調査班( ) 加筆）

東海第二発電所
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年 リ 震津波 福島県 茨城県 津波 高 分布
（チリ津波合同調査班(1961)に加筆） （チリ津波合同調査班(1961)に加筆）



• 当社の記録によれば， 2011年東北地方太平洋沖地震津波による敷地周辺
の津波の痕跡高は 発電所で約5 6 である

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（2011年東北地方太平洋沖地震津波の痕跡高）

の津波の痕跡高は，発電所で約5～6mである。

東海第二発電所
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2011年東北地方太平洋沖地震による浸水高及び遡上高分布図
(東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2011）に加筆)

2011年東北地方太平洋沖地震津波による発電所の痕跡高
（日本原子力発電（2012））



1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（まとめ）

• 敷地に最も影響を及ぼしたと考えられる津波は，日本海溝沿いの津波であり，敷地に襲来した津波の最大痕跡高敷地に最も影響を及ぼしたと考えられる津波は，日本海溝沿いの津波であり，敷地に襲来した津波の最大痕跡高
は1677年延宝房総沖地震津波及び2011年東北地方太平洋沖地震津波で，約5～6mである。

区分 地震種別 名称 文献調査結果

海洋プレート内地震
1611年の津波（正断層型） 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

1933年昭和三陸沖地震津波 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

東北地方太
平洋沖型の

地震

869年の津波
東北地方太平洋沖型の地震に伴う津波と同
等もしくは下回る規模

2011年東北地方太平洋沖地震津波 発電所で約5～6m（最大6.5m）

1611年の津波 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない近地津波 日本海溝沿い

プレート間
地震

津波地震

1611年の津波 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

1677年延宝房総沖地震津波 大洗町で約5～6m

1896年明治三陸沖地震津波 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

1793年宮城県沖地震 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない1793年宮城県沖地震 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

17世紀初頭の地震（500年間隔地震） 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

1968年十勝沖地震 敷地付近への影響を示す津波の痕跡はない

1700年カスケード地震津波 茨城県那珂湊で約2m

遠地津波 プレート間地震
1952年カムチャッカ地震津波 福島県沿岸で約2m以下

1960年チリ地震津波 茨城県久慈港で約3m

1964年アラスカ地震津波 小名浜，銚子で1m以下
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• 澤井(2012)によると，日立市十王町で実施した津波堆積物調査の結果，海岸線から約600ｍの低地において津波堆積物が確認されているが,堆積
物の年代は明確ではないとしている

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（津波堆積物調査）

物の年代は明確ではないとしている。

12

（澤井(2012)）



• 行政機関による津波評価として，茨城県（2012）は下記の津波に対する評価を実施している。
東北地方太平洋沖地震津波

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（行政機関による既往評価）

東北地方太平洋沖地震津波
H23想定津波

行政機関

（茨城県：茨城沿岸津波対策検討委員会）

東海第二発電所における浸水深は，下記のように読み取れる。

敷 高 盤・敷地標高3m盤 浸水深：5～10m
・敷地標高8m盤 浸水深：0.3m～2.0m
・原子炉建屋近傍 浸水深：0.3m～1m（一部0.3m未満）

13

（茨城県（2012））



• 行政機関による津波評価として，岩手県（2004），宮城県（2004），福島県（2013），千葉県（2012）は下記の津波に対する評価を実施している。

1. 文献調査

1.1 既往津波の文献調査（行政機関による既往評価）

行政機関 想定地震 規模

明治三陸地震 Mt＝8.3
岩手県 昭和三陸地震

宮城県沖地震（連動）
Mt＝8.2
Mw＝8.0

宮城県
宮城県沖地震（単独）
宮城県沖地震（連動）

昭和三陸地震

Mw＝7.7※

Mw＝8.0※

Mw＝8.4※

福島県 福島県沖地震 M＝7.7

千葉県
延宝地震
元禄地震

Mw＝8.5
Mw＝8.1

※公表された断層パラメータより土木学会(2002）の剛性率を用いて算出

（宮城県（2004））

※公表された断層パラメータより土木学会(2002）の剛性率を用いて算出

14

（千葉県（2012））（岩手県（2004））



１ 文献調査１. 文献調査

1.2 2011年東北地方太平洋沖地震により得られた知見
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1. 文献調査

1.2 2011年東北地方太平洋沖地震により得られた知見（すべり量の不均質性）

地震調査研究推進本部(2012）
■ＧＰＳデータによる地震時のすべり分布モデル■ＧＰＳデータによる地震時のすべり分布モデル
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地震調査研究推進本部(2012）
■津波波形解析によるすべり分布モデル

1. 文献調査

1.2 2011年東北地方太平洋沖地震により得られた知見（すべり量の不均質性）

■津波波形解析によるすべり分布モデル

17



• 地震調査研究推進本部(2012）は，次の東北地方太平洋沖型の地震は，過去に発生した地震の規模から，少なくとも宮城県沖と三陸沖南部海溝
寄りから福島県沖にかけての領域に連動してMw8 4程度 さらに震源域が広がり 東北地方太平洋沖地震と同様にMw9 0前後になる可能性があ

1. 文献調査

1.2 2011年東北地方太平洋沖地震により得られた知見（地震調査研究推進本部の評価）

寄りから福島県沖にかけての領域に連動してMw8.4程度，さらに震源域が広がり，東北地方太平洋沖地震と同様にMw9.0前後になる可能性があ
るとしている（左表）。

• 地震調査研究推進本部(2012）は，次の東北地方太平洋沖の地震の発生確率を算出（2012年1月1日を起点として，ＢＰＴ分布モデルに平均発生
間隔600年及び発生間隔のばらつきα＝0.24を適用）し，今後100年以内の発生確率はほぼ0％と評価している。

• 地震調査研究推進本部（2014）は，「東北地方太平洋沖型の地震」の想定波源領域を三陸沖中部から茨城県沖，その地震規模をMw9.0として，
地震ハザードを評価している（右図）地震ハザ ドを評価している（右図）。

確率論的地震動予測地図の作成に用いた
「東北地方太平洋沖型の地震」の断層面

（地震調査研究推進本部（2014））

18

（地震調査研究推進本部(2012）に加筆）



１ 文献調査１. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見
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当社の検討結果に基づけば，巨大地震の発生について以下の傾向が見られる。
「巨大地震が数百年間隔で発生している 」

1. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見（巨大地震の発生）

「巨大地震が数百年間隔で発生している。」

• 他機関の文献で得られた知見に基づくM9クラスの巨大地震の平均発生間隔，プレート相対運動速度及びカップリング係数で概算したすべり量と
地震時すべり量には調和的な関係がある。

カスケード沈み込み帯の
巨大地震
（1700年）

カムチャッカ沖の巨大地震
（1952年）

チリ沖の
巨大地震
（1960年）

アラスカ沖の
巨大地震
（1964年）

スマトラ沖の
巨大地震
（2004年）

マグニチュード（M） 9.0 9.0 9.5 9.2 9.1

M9クラスの巨大地震の平均
発生間隔①

平均約500年
（全域の破壊）

平均100～400年 平均約300年 平均約600年 平均400～500年

プレート相対運動速度② 3.2～3.8cm/年 6.9～8.4cm/年 6.3～7.5cm/年 2.2～5.2cm/年 1.6～4.4cm/年

カップリング係数③ 1.0 0.5 1.0 0.6 0.5～1.0数③

概算のすべり量（Ａ）
（①，②，③より算出）

500年間で16～19m 100年間で3.5～4.2m
400年間で14～17m

385年間で24～29m
128年間で8～10m

600年間で8～19m
1000年間で13～31m

500年間で4～22m

地震時すべり量（a） 最大19m
平均14m

最大11.4m
平均3.2m

最大25～30m
平均11m

最大22m
平均8.6m

最大23m
平均8.6m
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数値 出所・備考

1. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見(カスケード沈み込み帯の巨大地震）

平均発生間隔① 平均約500年 佐竹(2013b）

プレート相対運動速度② 3.2-3.8cm/年 McCaffrey(2008）

カップリング係数③ 1.0（地震学的）
1.0（測地学的）

Scholz and Campos (2012)

すべり量の蓄積(A) 500年間で16～19m (A) = ①×②×③
（③= 1.0とした）

地震時す 量 年） 最大地震時すべり量(1700年） (a) 最大19m
平均14m

Satake et al.(2003)

【平均発生間隔①】 【地震時すべり量(1700年）(a)】

最大すべり量 19m
最新のタ ビダイトと沿岸地質デ タの対比によると

【すべり量の蓄積(A)】

最大す り量
平均すべり量 14m

約500年間隔

最新のタービダイトと沿岸地質データの対比によると，
過去約1万年間に発生した41回の地震の平均間隔は
約240年だが，このうち1700年地震のようにカスケード
沈み込み帯全域を破壊したM9クラスの地震の数は約
半分とされている。

す
べ
り
量
の
蓄
積

16～19m

約500年

時間1700年
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（Satake et al. 
(2003)）

（佐竹(2013b））



数値 出所・備考

1. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見(カムチャッカ沖の巨大地震）

平均発生間隔① 平均100年～400年 谷岡(2013）

プレート相対運動速度② 6.9-8.4cm/年 McCaffrey(2008）

カップリング係数③ 0.51（地震学的）
0.48～0.67（測地学的）

Scholz and Campos (2012)

すべり量の蓄積(A) 100年間で3.5～4.2m
400年間で14～17m

(A) = ①×②×③
（③= 0.5とした）

地震時す 量 年） 最大

カムチャッカから千島列島における津波堆積物調査の結果

地震時すべり量(1952年） (a) 最大11.4m
平均3.2m

Johnson and Satake (1999)

【平均発生間隔①】 【地震時すべり量(1952年）(a)】

最大すべり量 11.4m

【すべり量の蓄積(A)】

カムチャッカから千島列島における津波堆積物調査の結果
から，調査地点で大きなばらつきがあるものの，100年から
400年に1回は5mを超える津波に襲われていることが明らか
になった。

最大す り量
平均すべり量 3.2m

100年～400年間隔

す
べ
り
量
の
蓄
積

14～17m（400年の場合）

100～400年

時間1952年
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（Johnson and Satake (1999)）（谷岡(2013））



数値 出所・備考

1. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見(チリ沖の巨大地震）

平均発生間隔① 平均約300年 宍倉(2013）

プレート相対運動速度② 6.3-7.5cm/年 McCaffrey(2008）

カップリング係数③ 0.82～1.0（地震学的）
0.96（測地学的）

Scholz and Campos (2012)

すべり量の蓄積(A) 385年間で24～29m
128年間で8～10m

(A) = ①×②×③
（③= 1.0とした）

最も古いイベントは2000年前頃であり 平均するとお

地震時すべり量(1960年）(a) 最大25～30m
平均11m

Fujii and Satake (2012)

【平均発生間隔①】 【 地震時すべり量(1960年）(a)】

最大すべり量 25～30m

【すべり量の蓄積(A)】

最も古いイベントは2000年前頃であり，平均するとお
よそ300年間隔で，地層に痕跡を残す規模（1960年チ
リ地震と同程度）の地震が発生している。

最大す り量
平均すべり量 11m

300年間隔

す
べ
り
量
の
蓄
積

24～29m（385年の場合）

385年

時間1960年
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（Fujii and Satake
(2012)）（宍倉(2013））



数値 出所・備考

1. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見(アラスカ沖の巨大地震）

平均発生間隔① 平均約600年 Shennan et al. (2007）

プレート相対運動速度② 2.2-5.2cm/年 McCaffrey(2008）

カップリング係数③ 0.5～0.72（地震学的）
0.62（測地学的）

Scholz and Campos (2012)

すべり量の蓄積(A) 600年間で8～19m
1000年間で13～31m

(A) = ①×②×③
（③= 0.6とした）

地震時す 量 年） 最大

泥炭とシルトの組

地震時すべり量(1964年）(a) 最大22m
平均8.6m

Johnson et al.(1996)

【平均発生間隔①】 【地震時すべり量(1964年）(a)】

最大すべり量 22m

【すべり量の蓄積(A)】

• 泥炭とシルトの組
（peat-silt couplets)
による地震時の沈降
の推定から，1964年
を除けば，約600年
間隔（推定誤差を考

最大す り量
平均すべり量 8.6m

8～19m（600年の場合）間隔（推定誤差を考
慮すると，最小で180
年の間隔）となる。

• 最大は1964年とその
前の間隔で，約1000
年である。

す
べ
り
量
の
蓄
積

8 19m（600年の場合）
13～31m（1000年の場合）

約600年
最大で約1000年

時間1964年900年頃
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（Johnson et al. (1996））（Shennan et al. (2007））



数値 出所・備考

1. 文献調査

1.3 世界のＭ９クラスの巨大地震より得られた知見(スマトラ沖の巨大地震）

平均発生間隔① 平均約500年 Rajendran (2013)

プレート相対運動速度② 1.6-4.4cm/年 McCaffrey(2008），アンダマンの値

カップリング係数③ 0.5～0.83（地震学的）
1.0（測地学的）

Scholz and Campos (2012)

すべり量の蓄積(A) 500年間で4～22m (A) = ①×②×③
（③= 0.5～1.0とした）

インドネシア及びタイ沿岸における津波堆積物調査の

地震時すべり量(2004年）(a) 最大23m
平均8.6m

Tanioka et al. (2006)

【平均発生間隔①】 【地震時すべり量(2004年）(a)】
最大すべり量 23m
平均すべり量 8 6

【すべり量の蓄積(A)】

結果から，2004年の地震発生領域では，約500年間隔
で巨大地震が発生している。

平均すべり量 8.6m

500年間隔

す
べ
り
量
の
蓄
積

4～22m

約500年

時間2004年1500年頃
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（Tanioka et al. 
(2006)）

（Rajendran (2013)）



2 既往津波の再現解析2. 既往津波の再現解析

2.1 計算条件
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• 津波の数値計算の妥当性を確認するため，2011年東北地方太平洋沖地震の津波痕跡高さの再現性の観点から以下の条件で検討した。
• 数値計算に用いる波源モデルについては特性化波源モデルとした

2. 既往津波の再現解析

2.1 計算条件（広域の再現解析）

• 数値計算に用いる波源モデルについては特性化波源モデルとした。
• 特性化波源モデルについては，下記の計算条件を用い， 2011年東北地方太平洋沖地震の津波痕跡高さの再現性が良好なモデルを設定した。
• 発電所の再現性の確認にあたっては，次頁の計算条件を用いた。

広域の再現解析の計算条件

項目 条件 備考

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成 沖合1,350m→450m→150m→沿岸50m 長谷川他（1987）

広域の再現解析の計算条件

N
ッシ 構成 沖合 , 沿岸 長谷 他（ ）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：計算格子間隔50m領域は小谷他

（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

領域：空間格子間隔
：1350m

越流条件
防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

C F L条件を満たすように

東海第二
発電所

：450m
：150m
：50m

計算時間間隔 Δｔ＝0.5秒
C.F.L.条件を満たすように
設定

計算時間 津波発生後240分間
十分な計算時間となるよう
に設定

潮位条件 T.P.-0.4m 地震発生時の潮位

計算領域と格子分割

海域のコンター線は1000m間隔で表示

津波水位 潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量
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計算領域と格子分割津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量



2. 既往津波の再現解析

2.1 計算条件（発電所周辺の再現解析）

発電所周辺の再現解析の計算条件

項目 条件 備考

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成
沖合4,320m→2,160m→720m→沿岸域240m→発電所周辺
80m→40m→20m→10m→5m

長谷川他（1987）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は小谷他

（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

防波堤：本間公式（1940）
越流条件

防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 Δｔ＝0 05秒 C F L条件を満たすように設定計算時間間隔 Δｔ＝0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件 T.P.-0.49m 地震発生時の日立港潮位

津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量
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2. 既往津波の再現解析

2.1 計算条件（発電所周辺の再現解析の計算領域）

N

N

東海第二発電所

5m格子

240m格子

10m格子

720m格子

20m格子
2,160m格子

計算格子（沖合～沿岸域）陸域及び海域のコンター線は5m間隔で表示 80m格子

40m格子
4,320m格子

29

計算格子（発電所周辺）



• 土木学会(2002)より，津波の周期(T) ※1は約7分(約420s＝100×103m／240m/s)程度と仮定。
よって 周期7分以上の津波に対して 長谷川他（1987）の基準(1波長の1/20以下)を満足するように各接続境界を設定した なお 発電所に襲来し

2. 既往津波の再現解析

2.1 計算条件（空間格子間隔⊿sの設定）

• よって，周期7分以上の津波に対して，長谷川他（1987）の基準(1波長の1/20以下)を満足するように各接続境界を設定した。なお，発電所に襲来し
た2011年東北地方太平洋沖地震津波の周期は，発電所港湾外での津波観測波形から算出すると，約30分～40分程度である。

空間格子間隔⊿ｓと土木学会の目安を満足するための最小水深 h i ※１ 周期Tの算定方法

空間格子間隔

⊿ｓ(m)

最小水深

hmin(m)※２

小領域への接続水深hc

(ｍ)

空間格子間隔⊿ｓと土木学会の目安を満足するための最小水深 hmin ※１：周期Tの算定方法
T＝λ／C＝λ／ （ｇｈ）1/2

ここで，
λ  ：土木学会(2002)より，海溝付近に制限される断

層幅50ｋｍを半波長とし，１波長(λ)をその2倍
4320 4318.2 4765.0

2160 1079.6 1140.3

720 120.0 124.0

の100ｋｍ程度と仮定
C    :伝播速度(gh)1/2=(9.8m/s2×6000m)1/2≒240m/s
g    ：重力加速度=9.8m/s2

ｈ ：海溝付近の水深=5000m～7000m≒6000m

240 13.3 28.2

80 1.48 23.3

40 0.37 22.8

※２：最小水深 hminの算定方法
hmin＝(α⊿s／T)2／g

ここで，
α  ：津波1波長に対する計算格子の個数(=20)

20 0.093 10.7

10 0.023 8.9

5 0.0058 ― 4.0

6.0

長 算 数
⊿s ：空間格子間隔(m)
T    ：周期(s)(=420s)
g    ：重力加速度(m/s2)(=9.8m/s2)

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

0 60 120 180 240

時間(分)

水
位

(m
)

約 40 分 約 31 分 約 30 分 約 30 分 約 32 分 約 30 分 

• 各小領域への接続水深hcは最小水深hminを上回って
他 基 を
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2011年東北地方太平洋沖地震津波の周期
(発電所港湾外の津波観測波形)

おり，長谷川他（1987）の基準(1波長の1/20以下) を
満足している。



• 解の安定条件であるC.F.L.条件※を満足するように時間格子間隔⊿tを設定した。

2. 既往津波の再現解析

2.1 計算条件（時間格子間隔⊿tの設定）

各領域の最大水深hmaxから算定される時間格子間隔⊿tmaxと
設定した時間格子間隔⊿tの比較

空間格子間隔

⊿s(m)

最大水深

hmax(m)

最大水深hmaxから

算定される時間格子間隔

⊿tmax(s)

時間格子間隔

⊿ｔ（s）

設定した時間格子間隔⊿tの比較

※C.F.L.条件
⊿t≦⊿s／(2gh )1/2

4320 9264.2 10.14

2160 9177.3 5.09

720 5701.8 2.15

⊿t≦⊿s／(2ghmax)
1/2

ここで，
⊿t：時間格子間隔(s)
⊿s：空間格子間隔(m)
h ：各領域の最大水深(m)

0.1

240 775..9 1.95

80 40.0 2.86

40 35.0 1.53

20 28.5 0.85

hmax：各領域の最大水深(m)
g    ：重力加速度(m/s2)(=9.8m/s2)

20 28.5 0.85

10 16.6 0.55

5 10.6 0.35

• 時間格子間隔⊿ｔは 最大水深h から算定される時間格子間隔⊿t よりも小さくなっており 解の安定条件で

31

時間格子間隔⊿ｔは，最大水深hmaxから算定される時間格子間隔⊿tmaxよりも小さくなっており，解の安定条件で
あるC.F.L.条件を満足している。



2 既往津波の再現解析2. 既往津波の再現解析

2.2 再現性の確認
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• 文献調査によれば，敷地周辺に影響を与えたと考えられる津波は以下の通り。
① 1677年延宝房総沖地震津波

2. 既往津波の再現解析

2.2 再現性の確認（既往津波の数値シミュレーションの対象波源の抽出）

① 1677年延宝房総沖地震津波
② 2011年東北地方太平洋沖地震津波

• 文献調査の結果を踏まえ，敷地周辺において痕跡高が比較的多く記録されており，
敷地に与えた影響が大きいと想定される「2011年東北地方太平洋沖地震津波」を
既往津波の数値シミュレーションの対象波源として抽出した既往津波の数値シミュレ ションの対象波源として抽出した。

2011年
東北地方太平洋沖地震

1677年

東海第二発電所

• 抽出した既往津波について数値シミュレーションによる痕跡高の再現性検討を行い，
空間格子間隔等の数値計算の妥当性を確認する。

1677年
延宝房総沖地震

三陸沖から房総沖にかけての主な地震と主な震源域

敷地及び敷地周辺における痕跡高

三陸沖から房総沖にかけての主な地震と主な震源域
（地震調査研究推進本部(2012）に加筆）

発生年 地震名 波源域 痕 跡 高

1677 年 延宝房総沖地震 房総沖 大洗町で約5～6m

2011 年 東北地方太平洋沖地震 三陸沖 発電所で約5～6m（最大6.5m）

敷地及び敷地周辺における痕跡高

33

年 東北地方太平洋沖地震 陸沖 発電所 約 （最大 ）



• 2011年東北地方太平洋沖地震津波のインバージョン解析を実施し，土木学会(2002)に示される再現性の目安

2. 既往津波の再現解析

2.2 再現性の確認（結果）

を満足していることを確認した。

【再現性の確認結果】【波源モデル】
すべり量すべり量

(m)

三陸沖
中部

三陸沖北部

※痕跡高は東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2011）による宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

中部

対象津波
地点数

ｎ
幾何平均

K
幾何標準偏差

κ

2011年東北地方太平洋沖地震津波 2,820 1.04 1.40

福島県沖

茨
城
県

り

東海第二発電所

【幾何平均K及び幾何標準偏差κの再現性の目安】（土木学会（2002））
0.95＜K＜1.05

κ＜1 45

年東北地方太平洋沖地震津波 ,

広域再現モデル

県
沖

房総沖
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κ＜1.45広域再現モデル



3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.1 潮位条件

35



①潮位条件
想定津波の水位の算出にあた ては 潮位を考慮した

3. プレート間地震に起因する津波の評価

3.1 潮位条件

想定津波の水位の算出にあたっては，潮位を考慮した。
潮位は茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港区）の潮位表（平成16年～平成21年）を用いて設定した。

②津波水位変動量の計算の初期水位

概略パラメータスタディでは平均潮位を，詳細パラメータスタディでは上昇側については朔望平均満潮位を，下降側については朔望平均干潮位を
初期水位とした。

③2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動の考慮③2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動の考慮
東海第二発電所は，2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動により，敷地全体が約0.2m沈降しており，潮位（下表の観測値）に0.2m加算す
ることで同地震による地盤の沈降を考慮した。

図に示されている値は，日立港工事用基準面（H.P.）を基準としている。

2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動の
GPS測量結果

図に示されている値は，日立港工事用基準面（H.P.）を基準としている。
日立港工事用基準面（H.P.） ±0.00mは東京湾中等潮位（T.P.）下0.89mである。

項目 観測値

潮位の設定

※

基準点 地盤沈降量
（0.234m）

N

朔望平均満潮位 T.P.+0.61m

平均潮位 T.P.+0.02m

朔望平均干潮位 T.P.-0.81m

※

※

※朔望平均満潮位，朔望平均干潮位，平均潮位につ
いては平成16年～平成21年のデータを使用

T.P. ：東京湾中等潮位
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東海第二発電所内基準点測量位置
茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港区）基準面関係図

（昭和59年～平成21年）

いては平成16年 平成21年のデ タを使用



• 国土交通省関東地方整備局鹿島港湾・空港整備局より受領した茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港区）の潮位

3. プレート間地震に起因する津波の評価

3.1 潮位条件（設定した潮位と潮位観測記録から算出した潮位との比較）

観測記録データ（平成16年1月～平成22年1月）に基づき，算出した潮位は，茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港
区）の潮位表（平成16年～平成21年）の潮位に比べて優位な差は見受けられない。

項目 観測値

朔望平均満潮位 T.P.+0.61m

朔望平均干潮位 TP -0 81m

設定した潮位

項目 観測値

朔望平均満潮位 T.P.+0.64m

朔望平均干潮位 TP -0 86m

観測記録から算出した潮位

朔望平均干潮位 T.P.-0.81m 朔望平均干潮位 T.P. 0.86m

1.50

2.00
満潮位 干潮

0 50

0.00

0.50

1.00

潮
位
（
T.
P.
m
)

※

※

※

-2 00

-1.50

-1.00

-0.50潮

※朔望平均満潮位，朔望平均干潮位，平均潮位に
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茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港区）基準面関係図（昭和59年～平成21年）

※朔望平均満潮位，朔望平均干潮位，平均潮位に
ついては平成16年～平成21年のデータを使用



3. プレート間地震に起因する津波の評価

3.1 潮位条件（2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動の設定）

• 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動量については，発電所に設置されている基準点No.1から算出した地震前後の鉛直方向の変動量
を用いたを用いた。

• 基準点No.1の地震後の鉛直方向の変動量は，地震後のGPS測量結果※1から得られた基準点No.2の標高を基に，水準測量により算出した。
• 基準点No.2の標高は，2011年東北地方太平洋沖地震による変動の影響が小さい地域の電子基準点2箇所（北海道：「音別」，愛知県：「知立」）か

ら算出した。
• 電子基準点「音別」からの測量においては電子基準点「平泉３」及び四等三角点「留」を，電子基準点「知立」からの測量においては電子基準点

「水戸」を中継点とした「水戸」を中継点とした。

※1  2011年東北地方太平洋沖地震により東北・関東地方全体の地殻変動量が大きいことから，
東日本地域に設置される国家基準点の測量結果の使用が制限されていたため独自に実施

至 電子基準点「平泉３」

四等三角点「留」

基準点No.2

基準点No.1

この地図は，国土地理院長の承認を得て，
同院発行の20万分1地勢図，数値地図
200000（地図画像）及び数値地図25000

：GPS測量※2

：水準測量至 電子基準点「知立」

電子基準点「水戸」

2011年東北地方太平洋沖地震前後の基準点No.1
の鉛直方向の変動量（2011年5月29日時点）

200000（地図画像）及び数値地図25000
（地図画像）を複製したものである。
（承認番号 平26情複，第201号）
本図面を第三者がさらに複製する場合

は，国土地理院の長の承認を得なけれ
ばならない。

項目 観測値

地震前の標高値 T.P.+8.055m

地震後の標高値 T.P.+7.821m

鉛直方向の変動量 -0.234m

※2  国土地理院の測量機器性能基準に定める
1級GPS測量機を使用
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3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源
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【設定フロー】 【設定根拠】

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（波源モデルの概要）

波源領域（断層面積：Ｓ）の設定

杉野他（2014）を参考に設定

Ｍ７～Ｍ９クラスの地震の応力降下量
のばらつきを考慮（内閣府（2012），

波源モデルの設定

平均応力降下量：⊿σの設定

す 量 算定

Murotani et al.（2013））

2011年東北地方太平洋沖地震の再現
モデルの剛性率を設定剛性率：μの設定

地震の規模に関するスケーリング則と

三陸沖
中部

三陸沖北部

平均すべり量：Ｄの算定

すべり量（超大すべり域，大すべり域，
背景領域）の設定

杉野他（2014）に基づき設定

地震の規模に関するスケ リング則と
地震モーメントの定義式から算定

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄

中部

福島県沖

茨
城
県

り

東海第二発電所
パラメータ 設定値

すべり量 28 9 m

パラメータ※1 設定値

断層面積：S 134 733 km2

超大すべり域

大すべり域

※青線は海溝軸

県
沖

房総沖

超大す
べり域

すべり量 28.9 m

面積比率
（断層面積）

全体面積の15%
（20,010 km2）※2

大すべ
すべり量 13.5 m

面積比率 全体面積の25%

断層面積：S 134,733 km

平均応力降下量：⊿σ 3.0 MPa

剛性率：μ 4.7×1010 N/m2

モーメントマグニチュード：Mw 9.1

特性化波源モデル（一例）

背景領域り域 面積比率
（断層面積）

全体面積の25%
（33,825 km2）※2

背景領
域

すべり量 3.2 m

面積比率
（断層面積）

全体面積の60%
（80 898 km2）※2

平均すべり量：Ｄ 9.6 m  

地震モーメント：M0 6.1×1022 Nm

※1 行政機関による既往評価で比較できるパラメータ（地震規模
Mw，すべり量等）も参考にして特性化波源モデルを設定
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（断層面積） （80,898 km2）※2
※2 断層面積は右図の特性化波源モデル値

ただし，超大すべり域，大すべり域の位置により若干変動する



• 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波の主な再現モデルのうち，杉野他（2014）の特性化波源モデルを参考に設定した。

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（波源領域）

三陸沖北部

宮
城
県

三
陸
沖
南

海
溝

三陸沖
中部

三陸沖北部

東海第二発電所

福島県沖

茨
城
県
沖

沖
南
部

溝
寄
り

東海第二発電所

特性化波源モデル
（杉野他（2014） に加筆）

東北地方太平洋沖型の地震の
特性化波源モデル
（日本原子力発電）

房総沖

：杉野他（2014）の特性化波源モデル

：日本原子力発電の特性化波源モデル

モデル Mw 断層面積

杉野他（2014）の
9 1 134 593（km2）

（日本原子力発電）
波源領域の比較

特性化波源モデル
9.1 134,593（km ）

東北地方太平洋沖型の地震
の特性化波源モデル
（日本原子力発電）

9.13 134,733（km2）
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• 以上より，杉野他（2014）の特性化波源モデルを上回る断層面積（134,733km2）を設定した。



• 内閣府(2012）は，世界の巨大地震及び日本周辺で発生したMw8以上の地震を対象に，津波断層モデルの平均応力降下量を整理している。巨
大地震の津波断層モデルの平均応力降下量（６事例）は 平均1 2MP 標準偏差を加えると2 2MP である さらに M 8より小さな地震を加えた

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（平均応力降下量）

大地震の津波断層モデルの平均応力降下量（６事例）は，平均1.2MPa，標準偏差を加えると2.2MPaである。さらに，Mw8より小さな地震を加えた
海溝型地震の平均応力降下量の平均値は3.0MPaであるとしている。

表1.4 津波観測データを用いた解析による平均応力降下量の整理

・応力降下量は円形クラックに関するEshelby(1957)の式
⊿σ=(7/16)×M0/(S/π)3/2 による。
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南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）
（内閣府(2012））



• Murotani et al.(2013)は，プレート境界地震のスケーリング関係について，日本付近で発生したMw8.4以下の26個のプレート境界地震に，７つの巨

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（平均応力降下量）

大地震（2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ－アンダマン地震，1964年アラスカ地震，1960年チリ地震，1957年ア
リューシャン地震，1952年カムチャッカ地震）を追加し，超巨大地震を含めた津波の断層モデルにおけるスケーリング則を検討したとしている。

• 円形破壊面を仮定したスケーリング則（Ｍ0 =16/(7×π3/2)× ⊿σ×S 3/2 ）から，破壊領域（S）とＭ0の関係式の平均応力降下量を算定すると約
1.6MPaであり，標準偏差：SD（±σ）を考慮すると，平均応力降下量は最大で3.0MPa（破壊領域（S）とＭ0の関係式）となる。

S=1.34×10-10M0
2/3

（ （ ） ）

破壊領域（S）とＭ0の関係

（Murotani et al. （2013）に加筆）

（SD（±σ）=1.54）

平均応力降下量： ⊿σ=1.57MPa
Ｓ＋σ時の平均応力降下量⊿σ=0.82MPa
Ｓ－σ時の平均応力降下量⊿σ=3.00MPa
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• 以上の知見を踏まえ，平均応力降下量を3.0MPａに設定した。



• 2011年東北地方太平洋沖地震津波の再現モデルを浅部・深部領域に分割し，それぞれの剛性率を割り当て，地震モーメントが保存するように
平均的な剛性率を算出した

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（剛性率）

平均的な剛性率を算出した。

【平均的な剛性率の算定】
■断層面積：S
・小断層の各面積Siの合計

パラメータ 設定値

断層面積：S（km2） 122,787
小断層の各面積Siの合計

S＝ΣSi＝122,787（km2）

■平均すべり量：D
・小断層の各面積Siを重みとして設定

D＝Σ（Si×Di）／ ΣSi＝9 14（ ）

平均すべり量：D（m） 9.14

地震モーメント：M0（Ｎｍ） 5.3×1022

剛性率：μ（N/m2） 4.7×1010

D＝Σ（Si×Di）／ ΣSi＝9.14（m）

■地震モーメント：M0

・各小断層の地震モーメントの合計
M0＝ M0 shallow ＋ M0 deep ＝ 5.3×1022 （Nm）

深さ20k

すべり量（m）

三陸沖北部

ここで，
M0 shallow ＝Σ（μi shallow ×Si shallow ×Di shallow ）

M0 deep ＝Σ（μi deep ×Si deep ×Di deep ）

深さ20km

三陸沖
中部

M0 deep Σ（μi deep Si deep Di deep ）

土木学会（2002）を参考としてそれぞれの剛性率を設定
・深さ20km以浅 μi shallow ＝3.5×1010Ｎ/ｍ2

・深さ20km以深 μi deep ＝7.0×1010Ｎ/ｍ2
福島県沖

宮城県
沖

■平均的な剛性率：μ
μ＝M0/（S×D）＝4.7×1010 （N/m2）

東海第二発電所 茨城県
沖

房総沖

44

• 以上より，剛性率を4.7×1010 N/m2に設定した。
2011年東北地方太平洋沖地震の再現モデルのすべり量分布



• 広域の津波特性（痕跡高）を考慮するため，杉野他（2014）を参考に，大すべり域，超大すべり域の面積比，すべり量を算出した。

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（すべり量分布）

大すべり域：津波断層の平均すべり量の1.4倍，全体面積の40%程度（超大すべり域を含む）

超大すべり域：津波断層の平均すべり量の3倍，全体面積の15%程度
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観測値

40

41

観測値

37

38

39

緯
度

(°
)

35

36

杉野他（2014）によるMw8.9以上の規模の地震の
大すべり域・超大すべり域の設定方法

青森県北部～千葉県南部における3.11地震に伴う津波の痕跡高※

（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012））

34
0.1 1 10

津波高さ (m)
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大すべり域・超大すべり域の設定方法
（杉野他（2014）） ※原子力発電所の立地条件，津波特性を把握するために十分な痕跡高を確保する

観点から，海岸線沿いから1000m内，信頼度Aのデータ（痕跡数2772地点）を用いる。



• 杉野他（2013）は，観測津波波形，観測地殻変動データを用いたジョイントインバージョン解析から推定された津波波源モデルを用いて，原子力
サイト沖合150 水深点の最大津波高に寄与した2011年東北地方太平洋沖地震のすべり領域の分析を実施しており 東海第二NPP地点は サ

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.2 東北地方太平洋沖型の津波波源

特性化波源モデルの設定（すべり量分布）

サイト沖合150m水深点の最大津波高に寄与した2011年東北地方太平洋沖地震のすべり領域の分析を実施しており，東海第二NPP地点は，サ
イト近傍よりもむしろ少し離れた福島県沖の日本海溝付近の浅い部分の小断層が大きく寄与しているとしている。

再現用波源モデル
（杉野他（2013））

原子力サイトの沖合150m水深点の最大波高における小断層の波高内訳
（杉野他（2013））（杉野他（2013））
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3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.3 茨城県沖に想定する津波波源

47



【設定フロー】 【設定根拠】

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.3 茨城県沖に想定する津波波源

特性化波源モデルの設定(概要)

波源領域（断層面積：Ｓ）の設定

平均応力降下量：⊿σの設定

茨城県沖から房総沖の一部に設定

波源モデルの設定

Ｍ７～Ｍ９クラスの地震の応力降下量
のばらつきを考慮（内閣府（2012），

三陸沖中部

平均応力降下量：⊿σの設定

平均すべり量 Ｄの算定

2011年東北地方太平洋沖地震の再現
モデルの剛性率を設定剛性率：μの設定

地震の規模に関するスケーリング則と

Murotani et al.（2013））

宮城県沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄

平均すべり量：Ｄの算定

すべり量（大すべり域，背景領域）の
設定

杉野他（2014）に基づき設定

地震の規模に関するスケ リング則と
地震モーメントの定義式から算定

福島県沖

城 沖

り

茨城県沖

房総沖

パラメータ※1 設定値

断層面積：S 29,630 km2

パラメータ 設定値

超大す
すべり量 －

房総沖

※青線は海溝軸

平均応力降下量：⊿σ 3.0 MPa

剛性率：μ 4.7×1010 N/m2

モーメントマグニチュード：Mw 8.5

均す 量

超大す
べり域 面積比率

（断層面積）
－

大すべ
り域

すべり量 9.0 m

面積比率 全体面積の40%

特性化波源モデル（一例）

大すべり域

背景領域

大すべり域

背景領域

平均すべり量：Ｄ 4.5 m  

地震モーメント：M0 6.3×1021 Nm

り域 面積比率
（断層面積）

全体面積の
（11,862 km2）※2

背景領
域

すべり量 1.5 m

面積比率
（断層面積）

全体面積の60%
（17,768 km2）※2

※1 行政機関による既往評価で比較できるパラメータ（地震規模
Mw，すべり量等）も参考にして特性化波源モデルを設定
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計算条件は東北地方太平洋沖型の津波波源（津波予測解析）と同様

※2 断層面積は右図の特性化波源モデル値
ただし，大すべり域の位置により若干変動する



• Uchida et al.(2009)によるフィリピン海プレートの北東限を参考に，茨城県～房総沖の一部に波源モデルを設定した。

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.3 茨城県沖に想定する津波波源

特性化波源モデルの設定

北米プレート
三陸沖中部

北米プレ ト

フィリピン海プレート
の北東限 宮城県沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄

福島県沖

寄
り

茨城県沖

太平洋プレ トプ

房総沖

プレート境界地震のすべりベクトル(矢印)とフィリピン海プレートの北東限(破線) 北米プレートとフィリピン海プレートの境界を南限とした茨城県沖～房総

太平洋プレートフィリピン海プレート

49

プレ ト境界地震のす り クトル(矢印)とフィリピン海プレ トの北東限(破線)
(Uchida et al.(2009) に加筆)

北米プレ トとフィリピン海プレ トの境界を南限とした茨城県沖 房総
沖の一部に設定した波源モデル



3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

デ（1） 特性化波源モデルの設定

（2） 概略パラメータスタディの評価結果

（3） 詳細パラメータスタディの設定

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（4） 詳細パラメ タスタディの評価結果
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【設定フロー】 【設定根拠】

デ

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（1） 特性化波源モデルの設定

波源領域（断層面積：Ｓ）の設定

平均応力降下量 ⊿ の設定

茨城県沖から房総沖に設定

Ｍ７～Ｍ９クラスの地震の応力降下量
のばらつきを考慮（内閣府（2012），
M t i t l （2013））

波源モデルの設定

三陸沖中部

平均応力降下量：⊿σの設定

平均すべり量 Ｄの算定

Murotani et al.（2013））

2011年東北地方太平洋沖地震の再現
モデルの剛性率を設定剛性率：μの設定

地震の規模に関するスケーリング則と

宮城県沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り平均すべり量：Ｄの算定

すべり量（超大すべり域，大すべり域，
背景領域）の設定

保守的に大すべり域及び超大すべり
域のすべり量を割り増し

地震の規模に関するスケ リング則と
地震モーメントの定義式から算定

福島県沖

茨城県沖

り

茨城県沖

房総沖

パラメータ 設定値

断層面積：S 53,684 km2

パラメータ 設定値

超大す
すべり量 24.3 m

超大すべり域

大すべり域

房総沖

※青線は海溝軸

平均応力降下量：⊿σ 3.0 MPa

剛性率：μ 4.7×1010 N/m2

モーメントマグニチュード：Mw 8.7

均すべり量

超大す
べり域 面積比率

（断層面積）
全体面積の5%
（2,659 km2）※1

大すべ
り域

すべり量 12.1 m

面積比率 全体面積の15% 

特性化波源モデル（一例）

背景領域
平均すべり量：Ｄ 6.1 m  

地震モーメント：M0 1.5×1022 Nm

り域 面積比率
（断層面積）

体面積
（8,231km2）※1

背景領
域

すべり量 3.8 m

面積比率
（断層面積）

全体面積の80% 
（42,794 km2）※1
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計算条件は東北地方太平洋沖型の津波波源（津波予測解析）と同様
※1 断層面積は右図の特性化波源モデル値

ただし，超大すべり域，大すべり域の位置により若干変動する



3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

デ（1） 特性化波源モデルの設定

（2） 概略パラメータスタディの評価結果

（3） 詳細パラメータスタディの設定

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（4） 詳細パラメ タスタディの評価結果
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• 大すべり域の形状の違いが津波水位変動量に与える影響を把握するため，大すべり域の形状を変えた2パターンのモデルについて検討した。
波源モデルの北限を基準に 大すべり域 超大すべり域を茨城県沖から房総沖の範囲で南へ10k ずつ移動させて 発電所への津波水位の影響

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（2） 概略パラメータスタディの評価結果（大すべり域の位置，形状）

• 波源モデルの北限を基準に，大すべり域，超大すべり域を茨城県沖から房総沖の範囲で南へ10kmずつ移動させて，発電所への津波水位の影響
が最も大きくなる波源モデルを確認した。

検討モデルＡ
に対して深さ
方向に20km減

東海第二発電所 東海第二発電所

検討モデルＡ
に対して長さ
方向に20km増

超大すべり域

大すべり域

背景領域

超大すべり域

大すべり域

背景領域

※青線は海溝軸※青線は海溝軸
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検討モデルＡ 検討モデルＢ



検討モデルＡ

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（2） 概略パラメータスタディの評価結果（大すべり域の位置，形状）

最大水位上昇量分布 ：最大値が発生したケース 0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)
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南へ40km移動
（Ａ-５）

南へ50km移動
（Ａ-６）

南へ60km移動
（Ａ-７）

南へ70km移動
（Ａ-８）



検討モデルＢ

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（2） 概略パラメータスタディの評価結果（大すべり域の位置，形状）

最大水位上昇量分布 0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

水位上昇量
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南へ40km移動
（Ｂ-５）

南へ50km移動
（Ｂ-６）

南へ60km移動
（Ｂ-７）

南へ70km移動
（Ｂ-８）



検討モデルＡ

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（2） 概略パラメータスタディの評価結果（大すべり域の位置，形状）

最大水位下降量分布 ：最大値が発生したケース
検討モデルＡ
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検討モデルＢ

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（2） 概略パラメータスタディの評価結果（大すべり域の位置，形状）

最大水位下降量分布

検討モデルＢ
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3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

デ（1） 特性化波源モデルの設定

（2） 概略パラメータスタディの評価結果

（3） 詳細パラメータスタディの設定

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（4） 詳細パラメ タスタディの評価結果
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【設定フロー】 【設定根拠】

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（概要）

詳細パラメータスタディ①
（破壊開始点及び破壊伝播速度の不確かさ）

破壊開始点は，地震調査委員会
（2009）を参考に大すべり域を囲むよ
うに設定
破壊伝播速度は，国内外のインバー
ジョン解析結果等の知見を考慮
（ （ ） 杉野他（ ）防潮堤前面で最大水位上昇量及び

取水口前面で最大水位下降量となる
破壊開始点及び破壊伝播速度を選定

（Satake et al.（2013），杉野他（2014），
内閣府（2012），地震調査研究推進本
部（2005），Fujii and Satake（2007））

Satake et al.（2013）によるインバー

最高水位及び最低水位を評価

詳細パラメータスタディ②
（立ち上がり時間の不確かさ）

ジョン解析の最小立ち上がり時間及
び内閣府（2012）の知見を参考に設
定 ①

②

④

項目 設定値

②

③

⑤

⑥項目 設定値

破壊開始点 ①～⑥（右図参照）

破壊伝播速度
1.0km/s,1.5km/s，2.0km/s，

2.5km/s，3.0km/s

⑥
※青線は海溝軸

超大すべり域

大すべり域

背景領域

立ち上がり時間 30秒，60秒

破壊開始点位置図

背景領域

破壊開始点
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3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（破壊開始点の設定）

• 破壊開始点は，地震調査委員会（2009）を参考に，プレート間地震の縦ずれ成分が卓越していることを踏まえて設

 

定した。
• また，破壊開始点位置の不確かさを考慮して，大すべり域を囲むように設定した。

地震調査委員会（2009）による破壊開始点とアスペリティの位置の一例

①①

②

④

③

⑤

⑥
※青線は海溝軸

超大すべり域

大すべり域

背景領域

破壊開始点
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破壊開始点位置図



• Satake et al.(2013)は，2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波の再現モデルの破壊伝播速度を2.0km/sに設定している。

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（破壊伝播速度の設定）

44枚モデル55枚モデル

61

2011年東北地方太平洋沖地震の津波波源の再現モデル

（ Satake et al.(2013) ）



• 杉野他（2014）は，2011年東北地方太平洋沖地震のすべり分布及び断層破壊模式の分析結果から，破壊開始点と各サブフォルトの中心点と
の距離を各サブフォルトの最初にすべり始める時間で除した破壊伝播速度から平均破壊伝播速度を算出すると 約1 5 2 0k / 程度の値が

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（破壊伝播速度の設定）

の距離を各サブフォルトの最初にすべり始める時間で除した破壊伝播速度から平均破壊伝播速度を算出すると，約1.5～2.0km/s程度の値が
得られるとしている。

• 内閣府（2012）は，破壊伝播速度については，平均的に利用されている値を参考に，2011年東北地方太平洋沖地震の解析結果も踏まえ，2.5 
km/sに設定している。

2011年東北地方太平洋沖地震のすべり分布及び断層破壊模式の分析結果

62

（杉野他(2014)）



• 地震調査研究推進本部（2005）による宮城県沖地震を想定した強震動予測の震源パラメータでは破壊伝播速度を3.0km/sに設定している。

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（破壊伝播速度の設定）

震調 研究推 本部（ ） 宮城県沖 震を 定 強震動予測 震源 ラ 破壊伝播 度を 設定 。

震源パラメータ
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（地震調査研究推進本部（2005） ）



• Fujii and Satake（2007）は，破壊伝播速度，立ち上がり時間を変化させた津波波形のインバージョン解析を実施して，2004年スマトラ地震の再現
モデルを策定している

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（破壊伝播速度の設定）

モデルを策定している。
• その結果，破壊伝播速度を1.0（km/s），立ち上がり時間を180（s）とした場合に，最も観測結果と解析結果が一致するとしている。

（ Fujii and Satake（2007）に加筆 ）

破壊伝播速度 設定方法

1.0km/s Fujii and Satake（2007）

破壊伝播速度の設定

1.5km/s 杉野他（2014）

2.0km/s Satake et al.(2013)

2.5km/s 内閣府（2012）

• 以上より，破壊伝播速度を1.0km/s～3.0km/s
に設定した。
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3.0km/s 地震調査研究推進本部（2005）



• Satake et al.(2013) は，立ち上がり時間を変化させた津波波形のインバージョン解析を実施して，2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波の再
現モデルを策定しており 立ち上がり時間の最小時間は30秒に設定している

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（3） 詳細パラメータスタディの設定（立ち上がり時間の設定）

現モデルを策定しており，立ち上がり時間の最小時間は30秒に設定している。
• 内閣府（2012）は，平均的に利用されている値を参考に，2011年東北地方太平洋沖地震の解析結果も踏まえ，立ち上がり時間を1分（60秒）に設

定している。

30秒

すべり量分布 すべり量の時間変化

65

• 以上より，立ち上がり時間を30秒，60秒で設定した。

す り量分布 す り量の時間変化

（ Satake et al.(2013) に加筆）



3 プレート間地震に起因する津波の評価3. プレ ト間地震に起因する津波の評価

3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

デ（1） 特性化波源モデルの設定

（2） 概略パラメータスタディの評価結果

（3） 詳細パラメータスタディの設定

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（4） 詳細パラメ タスタディの評価結果
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最大水位上昇量分布 水位上昇量

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（破壊開始点，破壊伝播速度）
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破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(2)破壊伝播速度：1.5km/s



最大水位上昇量分布 水位上昇量

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（破壊開始点，破壊伝播速度）
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破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(4)破壊伝播速度：2.5km/s



最大水位上昇量分布 水位上昇量：最大値が発生したケース

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（破壊開始点，破壊伝播速度）
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破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(5)破壊伝播速度：3.0km/s
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最大水位下降量分布

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（破壊開始点，破壊伝播速度）

：最大値が発生したケース

検討モデルＡ-５

水位下降量

0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(1)破壊伝播速度：1.0km/s

破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(2)破壊伝播速度：1.5km/s
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最大水位下降量分布

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（破壊開始点，破壊伝播速度）

検討モデルＡ-５

水位下降量

0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(3)破壊伝播速度：2.0km/s

破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(4)破壊伝播速度：2.5km/s
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最大水位下降量分布

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（破壊開始点，破壊伝播速度）

検討モデルＡ-５

水位下降量

0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥破壊開始点① 破壊開始② 破壊開始点③ 破壊開始点④ 破壊開始点⑤ 破壊開始点⑥

(5)破壊伝播速度：3.0km/s
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検討モデルＡ-３
25

検討モデルＡ-５

3. プレート間地震に起因する津波の評価 3.4 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（4） 詳細パラメータスタディの評価結果（立ち上がり時間）
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最大水位上昇量
破壊伝播速度3.0km/s，破壊開始点⑥

最大水位下降量
破壊伝播速度1.0km/s，破壊開始点⑤

立ち上り時間60秒立ち上り時間30秒



4 海洋プレート内地震に起因する津波の評価4. 海洋プレ ト内地震に起因する津波の評価
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【設定フロー】 【設定根拠】

波源モデルの設定

4. 海洋プレート内地震に起因する津波の評価

波源モデルの設定（概要）

長さ：Ｌ，幅：Ｗ，すべり量：Ｄ 1933年昭和三陸沖地震の断層パラメータを
基本に 土木学会（2002）のスケーリング則

波源モデルの設定

地震規模（Mw8.6）
土木学会（2002）による1611年の津波が海
洋プレート内地震であった場合の地震規模
Mw8.6に基づき設定

基本に，土木学会（2002）のスケ リング則
に基づき設定

剛性率：μの設定 土木学会（2002）に基づき設定

上縁深さ：d 傾斜角：δ すべり角：λの設定
土木学会（2002）の1933年昭和三陸沖地震

東海第二発電所

上縁深さ：d，傾斜角：δ，すべり角：λの設定
の断層パラメータに基づき設定

走向：θの設定 土木学会（2011）による1933年昭和三陸沖
地震及び1677年房総沖地震の走向を参考
に設定

JTNR

パラメータ 設定値

Mw 8.6

長さ：L （km） 283 0

海洋プレート内地震の検討領域

長さ：L （km） 283.0

幅：W （km） 50.0

すべり量：D （m） 10.1

剛性率：μ（N/m2） 7.0×1010

地震モーメント：M0（Nm） 1.00×1022

上縁深さ：d （m） 1.0

傾斜角：δ （°） 45

すべり角 λ （°）
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すべり角：λ （°） 270

走向：θ （°） 180，205



• 海洋プレート内地震の断層モデルは，地震調査研究推進本部(2012）の評価を踏まえ，国内外で最大規模である
年昭和 陸沖地震津波を 現する デ を基本とする

4. 海洋プレート内地震に起因する津波の評価

波源モデルの設定（断層パラメータの設定）

1933年昭和三陸沖地震津波を再現するモデルを基本とする。
• なお，地震調査研究推進本部（2012）では，1611年の津波を津波地震として評価しているものの，土木学会（2002）

では，1611年の津波が海洋プレート内地震であった場合，その地震規模をMw8.6として評価していることを踏まえ，
安全側にMw8.6にスケーリングして設定した。
走向に は土木学会（ ）を参考に 屈曲位置を基準に北部は 年昭和 陸沖地震を 南部は 年

断層モデルのパラメータ

• 走向については土木学会（2011）を参考に，屈曲位置を基準に北部は1933年昭和三陸沖地震を，南部は1677年
房総沖地震の走向を参考に設定した。

パラメータ 設定値 設定方法

Mw 8.6 土木学会（2002）

長さ：L （km） 283 0

パラメータ 設定値

Mw 8.4

1933年昭和三陸沖地震の断層パラメータ

長さ：L （km） 283.0

土木学会（2002）
（幅Ｗは制限あり）

幅：W （km） 50.0

すべり量：D （m） 10.1

長さ：L （km） 185

幅：W （km） 50

すべり量：D （m） 6.6

剛性率：μ（N/m2） 7 0×1010

剛性率：μ（N/m2） 7.0×1010

地震モーメント：M0（Nm） 1.00×1022 Mw＝（logM0－9.1）/1.5

上縁深さ：d （m） 1.0

剛性率：μ（N/m2） 7.0×1010

地震モーメント：M0（Nm） 4.27×1021

上縁深さ：d （m） 1.0

傾斜角：δ （°） 45

土木学会（2002）傾斜角：δ （°） 45

すべり角：λ （°） 270

180

すべり角：λ （°） 270

走向：θ （°） 180
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走向：θ （°） 180
205

土木学会（2011）



4. 海洋プレート内地震に起因する津波の評価

波源モデルの設定（剛性率の設定）

• 土木学会（2002）に基づき，剛性率を7.0×1010N/m2に設定した。

Ｖｐ／Ｖｓ比に関する既往研究例（伊藤・大東（1996））

（a）東北日本周辺（吉井（1978）） （b）東北日本周辺（周藤・牛来（1997）※）

震源付近の媒質の剛性率の標準値（土木学会（2002）に加筆）

（c）日向灘沖（宮町・後藤（1999）） （d）秋田沖日本東縁部（西坂ら（1999））

（e）西南日本周辺（周藤・牛来（1997）※）

Ｐ波速度構造に関する既往研究例（土木学会（2002）に加筆）
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※（b）東北日本周辺（周藤・牛来（1997））は，Yoshii（1979）によるP波速構造を参照している。



5 基準津波との比較5. 基準津波との比較

5.1 地質学的証拠及び歴史記録等による確認
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• 基準津波による評価点の津波高は，2011年東北地方太平洋沖地震津波の痕跡高を上回っている。

5. 基準津波との比較

5.1 地質学的証拠及び歴史記録等による確認

項目 将来想定する津波 過去に襲来した津波※

名称
基準津波

（茨城県沖から房総沖に想定するプレート間地震津波）
2011年東北地方太平洋沖地震津波

最高津波高

※1677年延宝房総沖地震津波は記録が
少ないため対象外とした。

最高津波高
（T.P.m）

13.4（痕跡点12） 6.5(痕跡点１)

15

20

痕跡高

基準津波

0

5

10

津
波

高
(T
.P
.m

)

0.3
1 0 NN

2011年東北地方太平洋沖地震津波による発電所の痕跡高と
基準津波による津波高の比較

N 0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

痕跡点

1.0
2.0
5.0
10.0
20.0
(m)

NN

2011年東北地方太平洋沖地震津波と基準津波の浸水深の比較 1
2 3 4
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0 1km0 1km

：2011年東北地方太平洋沖地震津波による発電所で痕跡が確認された範囲
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7 87 8

基準津波による津波高との比較に用いる2011年東北地方
太平洋沖地震津波による痕跡高の敷地内痕跡点



• 澤井(2012)によると，日立市十王町で実施した津波堆積物調査の結果，海岸線から約600ｍの低地において津波堆積物が確認されているが,堆積
物の年代は明確ではないとしている

5. 基準津波との比較

5.1 地質学的証拠及び歴史記録等による確認

物の年代は明確ではないとしている。
• 基準津波の遡上域と澤井(2012)の津波堆積物結果を比較し，基準津波の遡上域が上回っていることを確認した。

高萩
日立市十王町

日立市十王町

基準津波による日立市十王町の最大浸水深分布

0 4 10 (m)2 6 8

（澤井(2012)）
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• 基準津波の規模が，敷地周辺における津波堆積物等の地質学的証拠や歴史記録等から推定される津波の規
模を超えていることを確認した。



5 基準津波との比較5. 基準津波との比較

5.2 行政機関による既往評価との比較
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• 基準津波は，行政機関（茨城県）が評価した津波高さを上回る結果となっていることを確認した。

5. 基準津波との比較

5.2 行政機関による既往評価との比較

日本原子力発電

（基準津波）

行政機関

（茨城県：茨城沿岸津波対策検討委員会）

基準津波について，東海第二発電所の防潮堤を設定しない場合の浸水
深分布を以下に示す。
・敷地標高3ｍ盤 浸水深：5～10ｍ
・敷地標高8ｍ盤 浸水深：2.0～10.0ｍ
・原子炉建屋近傍 浸水深：2.0～10.0ｍ

東海第二発電所における浸水深は，下記のように読み取れる。

・敷地標高3m盤 浸水深：5～10m
・敷地標高8m盤 浸水深：0.3m～2.0m
・原子炉建屋近傍 浸水深：0.3m～1m（一部0.3m未満）

0.3
1.0
2.0
5.0
10.0
20.0
(m)

（茨城県（2012））

82



6 分岐断層について6. 分岐断層について
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6. 分岐断層について

文献調査（2011年東北地方太平洋沖地震における海溝軸付近の海底変動とまとめ）

• 小平他（2012）は，2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波については，巨大津波生成に大きく寄与したのは海
溝軸付近で50mを超えた変位によるものとしている。

• なお，同地震に伴う津波の再現においては，仮に分岐断層の寄与があったとしてもプレート間のすべりに反映され
ている。

2011年東北地方太平洋沖地震に伴う海底変動の模式図2011年東北地方太平洋沖地震に伴う海底変動の模式図
（小平他（2012））
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7 津波の伝播特性7. 津波の伝播特性
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• 発電所を津波波源と仮定した場合の数値シミュレーションにより，大局的な伝播特性の把握を行った。

7. 津波の伝播特性

検討概要

• 下図の通り，津波波源として，取水口前面を中心とする半径2kmの範囲に一律10mの初期水位を与え，津波計算を実施した。

東海第二発電所

初期水位10m
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• 伝播特性の把握の補助として，水位上昇量の凡例の最大値については，1.0m，0.1mの2種類とした。

7. 津波の伝播特性

最大水位上昇量分布に関する検討

最大水位上昇量分布 最大水位上昇量分布
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最大水位 昇量分布
（水位最大1.0 m)

最大水位 昇量分布
（水位最大0.1 m)



• 水深による津波振幅への影響を軽減するため，「グリーンの法則」を用いて最大水位上昇量の補正を行った。
具体的には 波源中心位置の水深をh （6 ） 沖合地点の水深をh としたとき その地点における最大水位上昇量を(h /h)1/4で除することで

7. 津波の伝播特性

最大水位上昇量分布に関する検討

• 具体的には，波源中心位置の水深をh0（6 m），沖合地点の水深をh としたとき，その地点における最大水位上昇量を(h0/h)
1/4で除することで

補正を行った。
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最大水位上昇量分布
（水位最大1.0 m)



• 波源域から敷地前面海域に向かって，同心円状に津波が伝播する過程が確認された。

7. 津波の伝播特性

津波の伝播状況：敷地近傍（2～20分後）

2分 4分 8分

12分 16分 20分
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• 沖合に向かって，同心円状に津波が伝播する過程が確認された。

7. 津波の伝播特性

津波の伝播状況：広域（20～120分後）

20分 40分 60分

80分 100分 120分
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7. 津波の伝播特性

津波伝播特性検討結果(まとめ)

• 発電所を津波波源と仮定した場合の数値シミュレーションの結果，東南東方向の伝播が大きく，基準津波波源の
大すべり域の方角と一致することを確認した。

超大すべり域

大すべり域

最大水位上昇量分布
（水位補正後) 上昇側基準津波波源

大すべり域

背景領域
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8 港湾部の防波堤効果の影響検討8. 港湾部の防波堤効果の影響検討
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• 防波堤前面において水位上昇量が最大となるケース並びに取水口前面において水位下降量が最大となるケースについて，港湾部（茨城港日
立港区及び茨城港常陸那珂港区を含む）の防波堤の効果がない場合について検討を行う

8. 港湾部の防波堤効果の影響検討

検討方針

 

-35m 

 

-35m 
N

立港区及び茨城港常陸那珂港区を含む）の防波堤の効果がない場合について検討を行う。
• 検討に用いた地形データを以下に示す。
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港湾部の防波堤効果無し （参考）港湾部の防波堤効果有り



• 港湾部の防波堤の効果について，以下の通り検討を行う。
防波堤前面において水位上昇量が最大となる波源モデル（左図）

8. 港湾部の防波堤効果の影響検討

検討波源

防波堤前面において水位上昇量が最大となる波源モデル（左図）
取水口前面において水位下降量が最大となる波源モデル（右図）

①

④ ①
④

②

③

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

⑥⑥
※青線は海溝軸

超大すべり域

大すべり域

背景領域

破壊開始点

⑥
※青線は海溝軸

超大すべり域

大すべり域

背景領域

破壊 始点

• 大すべりの位置：Ａ－３
• 破壊開始点の位置：⑥
• 破壊伝播速度：3.0km/s
• 立ち上がり時間：30秒

• 大すべりの位置：Ａ－５
• 破壊開始点の位置：⑤
• 破壊伝播速度：1.0km/s
• 立ち上がり時間：30秒

破壊開始点
破壊開始点
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• 立ち上がり時間：30秒 • 立ち上がり時間：30秒

水位上昇量最大時の波源モデル 水位下降量最大時の波源モデル



• 港湾部の防波堤の効果の有無の影響を評価した結果，水位に有意な差がないことを確認した。

8. 港湾部の防波堤効果の影響検討

津波予測計算結果

名称 港湾部の防波堤効果無し 港湾部の防波堤効果有り

最大水位上昇量（防潮堤前面） 16.35m 16.08m

最大水位下降量（取水口前面） -5.47m -4.97m

【港湾部の防波堤効果無し】

水位上昇量
0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

水位下降量
0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布
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-10

0

10

20

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

変
動

量
（
m
） 防波堤無  取水口前面①  最大10.42m(39.3分)  最小-5.47m(97分)

0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m) 0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)
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防潮堤前面における水位時刻歴波形 取水口前面における水位時刻歴波形

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）



8. 港湾部の防波堤効果の影響検討

津波予測計算結果（最大水位上昇量分布）
水位上昇量
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港湾部の防波堤効果無し （参考）港湾部の防波堤効果有り



8. 港湾部の防波堤効果の影響検討

津波予測計算結果（最大水位下降量分布）

水位下降量

0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)
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